
９月定例会提出予定議案について 

 

 

 

【予算関係】 

１  令和４年度９月補正予算（緊急対策） 

・歳出予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

 

【条例関係】 

２  水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例の一部を改正する

条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ４ 年 ９ 月 

環     境     部 
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２  水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

（１） 制定の理由 

① 水質汚濁防止法（以下「水濁法」という。）第３条第３項において、都道府県

は、水濁法の排水基準によっては、人の健康を保護し、又は生活環境を保全す

ることが十分でないと認められるときは、条例で、水濁法の排水基準にかえて、

よりきびしい排水基準（以下「条例基準」という。）を定めることができるとさ

れている。 

② 県では、水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例において条例基

準を定めており、条例基準を適用する工場又は事業場（以下「特定事業場」と

いう。）は、水濁法に規定する特定施設及び瀬戸内海環境保全特別措置法（以下

「瀬戸法」という。）に規定するみなし指定地域特定施設を設置する工場又は事

業場としている。 

③ このたび、瀬戸内海環境保全特別措置法施行令の一部改正により、瀬戸法に規

定するみなし指定地域特定施設を処理対象人員が201人以上500人以下のし尿浄

化槽（以下「中規模し尿浄化槽」という。）と定める同令の規定が削除されたこ

とに伴い、所要の整備を行うため、この条例を制定しようとする。 

 

（２） 制定の概要 

① 特定事業場に、水濁法に規定する指定地域特定施設（中規模し尿浄化槽）を設

置する工場又は事業場を追加する（別表第１関係）。 

現 行  改正案 

水 濁 法 瀬 戸 法  水 濁 法 瀬 戸 法 

第２条第２項 

 特定施設 

 →条例基準の対象 

  

第２条第２項 

 特定施設 

 →条例基準の対象 

 

第２条第３項 

 指定地域特定施設 

（中規模し尿浄化槽） 

 

 

第12条の２ 

 みなし指定地域特

定施設 

（中規模し尿浄化槽） 

 →条例基準の対象 

 第２条第３項 

 指定地域特定施設 

（中規模し尿浄化槽） 

 →条例基準の対象

に追加 

第12条の２ 

 みなし指定地域特

定施設 

（なし） 

 

 

※  水濁法に規定する指定地域特定施設及び瀬戸法に規定するみなし指定地域特定施設

は、それぞれ同法施行令で同一の施設（中規模し尿浄化槽）が定められていた。 

② その他規定の整備を行う（別表第１及び別表第２関係）。 

  

（３） 施行期日 

① 施行期日 

    令和４年11月１日 

② 経過措置 

    （２）に伴う必要な経過措置を定める。     
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                           （農政環境常任委員会資料） 

作成年月日 令和４年９月１６日 

作 成 課 環境部総務課 

 

 

公募型一般競争入札による工事請負契約締結結果 

（契約予定金額 2.5億円以上５億円未満） 

［令和４年４月～令和４年８月契約締結分］ 
 

 

１ 工事名 兵庫県立総合射撃場（仮称）建築工事 

２ 予定価格 ４７２,４３０,０００円（税込） 

３ 調査基準価格 ４３２,２００,０００円（税込） 

４ 失格基準価格 ４０５,４８０,０００円（税込） 

５ 契約金額［落札率］ ４５８,７００,０００円（税込） ［97.1％］ 

６ 契約の相手方 
兵庫県丹波市春日町野村２４６５番地 

株式会社 吉住工務店 
  代表取締役 吉住 正基 

７ 契約締結日 令和４年８月１７日 

８ 工事の概要 

（１）施工場所 
三木市吉川町福井 

（２）主な工事内容 
・管理棟     延べ面積：790.23㎡ 
・トラップ射撃場 延べ面積：312.08㎡ 
・スキート射撃場 延べ面積：143.00㎡ 
 

（３）工期 
   令和４年８月１８日～令和５年３月３１日 

９ 入札の状況 

（１）入札参加者数 
   ７者 

（２）最低入札金額 
   ４５８,７００,０００円（税込） 

（３）最高入札金額 
   ５０３,８００,０００円（税込） 

 



 

 

県の出資等に係る法人の経営状況について 
 

 

 

 

 

１ 公益社団法人 ひょうご農林機構 ・・・・・・・ ２ 

 

２ 公益財団法人 兵庫県営林緑化労働基金 ・・・ ６６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ４ 年 ９ 月 

 

農 林 水 産 部 
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1 

 

（農政環境常任委員会資料） 

作成年月日 令和４年９月１６日 

作 成 課 農林水産部総務課 

 

９月定例会提出予定議案について 

 
 
 
 
 

【予算関係】 

Ⅰ 令和４年度９月補正予算【農林水産部関係】・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

【事件決議関係】 

Ⅱ 国営加古川水系広域農業水利施設総合管理事業についての 

市町負担額の決定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

   

Ⅲ 国営土地改良事業についての市町負担額の決定・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

 

Ⅳ 県が行う建設事業についての市町負担額の決定・・・・・・・・・・・・・・ ９ 
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Ⅰ 令和４年度 ９月補正予算【農林水産部関係】 
 
第１ 補正予算編成の概要 

○ コロナ禍において物価高騰の影響を受ける県民及び生産者を応援するため、飲食や

県産農産物の購入等への支援を実施 

  ○ 収束の見通せない原油・原材料価格高騰による影響を緩和するため、中小規模の事

業者等に対する事業継続支援を強化するとともに、省エネ化・新事業展開を支援 

 

第２ 補正予算の規模（農林水産部関係） ※ 国庫は全額地方創生臨時交付金                       

 ［一般会計］                             （単位：百万円） 

区分 補正額 
財源内訳 

国庫 特定 一般 

一般会計 1,101 1,068 0 33 

勤労者総合福祉施設整備事業特別会計（CSR特別会計） 4 4 0 0 

合  計 1,105 1,072 0 33 

                            

 <施策体系別>                             （単位：百万円） 

区分 補正額 
財源内訳 

国庫 特定 一般 

１ 県民生活の安定化に向けた支援 369 336 0 33 

(1) 県民生活の支援 325 325 0 0 

ア 県産農産物の購入支援（直売所キャンペーン等） 293 293 0 0 

イ  県産農産物の購入支援（量販店と提携したフェア） 32 32 0 0 

(2) 物価高騰等影響の緩和 44 11 0 33 

県立施設等の光熱水費高騰対策 44 11 0 33 

２ 原油価格高騰等の影響を踏まえた事業者の経済活動の支援  736 736 0 0 

(1) 企業等の事業継続支援 541 541 0 0 

ア 施設園芸燃料(LP ｶﾞｽ)高騰に対する生産者への支援 15 15 0 0 

イ 粗飼料価格高騰に対する酪農家への支援 198 198 0 0 

ウ 配合飼料価格高騰に対する畜産業者への支援(追加) 318 318 0 0 

エ  石油系漁業資材価格高騰に対する漁業者への支援(追加)  10 10 0 0 

(2) 省エネ化・新事業展開への支援 195 195 0 0 

ア 農業生産コストの低減支援 150 150 0 0 

イ  施設園芸省エネ機器の導入支援(追加) 15 15 0 0 

ウ 自給飼料の増産支援(追加) 30 30 0 0 

合   計 1,105 1,072 0 33 

一般会計  40     7      0         33 

CSR 特別会計  4          4           0           0   
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第３ 事業の概要 
 

１ 県民生活の安定化に向けた支援                                369,000 千円 

 

                                  

 (地方創生臨時交付金 336,000 千円) 
 

(1) 県民生活の支援                          325,000 千円 

                            (全額地方創生臨時交付金) 

 

 ア  県産農産物の購入支援（直売所キャンペーン等）       293,000 千円 

                            (全額地方創生臨時交付金) 

      

食費高騰の影響を受ける県民を支援するともに、肥料・燃料等の高騰で経営が

圧迫されている生産者を支援するため、県産農産物の購入支援・販売促進を実施 

    (ｱ) 直売所における消費キャンペーンの実施 

     県産農産物等購入時に、次回利用できる金券を配布するとともに、消費者理

解の醸成促進に向けた取組を支援 

○  金 券 内 容  

１回購入 2,500 円につき 500円の金券発行 

○  対 象 期 間  

令和４年 11月～令和５年１月 

     (ｲ)  直売所プラットフォームの構築 

兵庫の美味しいものまとめサイト「御食国ひょうご」に、各直売所のＳＮＳ

と連携したコンテンツを追加し、情報発信を強化 

 

イ  県産農産物の購入支援（量販店と提携したフェア）       32,000 千円 

                            (全額地方創生臨時交付金) 

      県内量販店と連携し、需要喚起と積極的なＰＲのため、県産農産物ﾌｪｱを実施 

      ○  事 業 内 容  

                ・ 県内量販店に県産農産物コーナーを設置 

         ・ ＰＲ資材、チラシ作成 

         ・ 県産品への上乗せポイント付与 

○  対 象 店 舗  

100 店舗（５量販店×20店舗） 

○  対 象 期 間  

令和４年 11月～令和５年２月のうち連続する３日間程度 

○  補 助 率  

量販店へ定額補助 

 

一般会計365,000千円、勤労者総合福祉施設整備事業特別会計 4,000千円  
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(2)  物価高騰等影響の緩和                      44,000 千円  

                        

 

                                               (地方創生臨時交付金 11,000 千円) 

 

県立施設等の光熱水費高騰対策                44,000 千円  

                        (地方創生臨時交付金 11,000 千円) 

          電気・ガス料金の高騰に伴い、県立施設等における冷暖房費等の施設維持費が 

    既定予算を大きく上回ることから、増嵩分を対応 

 

     農林水産部関係：農林水産技術総合センターほか２５施設 

 

 

 

２ 原油価格高騰等の影響を踏まえた事業者の経済活動の支援       736,000 千円 

                                         (全額地方創生臨時交付金) 

 

(1)  企業等の事業継続支援                     541,000 千円 

                            (全額地方創生臨時交付金) 

 

ア  施設園芸燃料(LP ｶﾞｽ)高騰に対する生産者への支援          15,000 千円 

                         (全額地方創生臨時交付金) 

      施設園芸生産者に対し、LPガス高騰の対応のため、一時支援金を支給 

○  支 給 対 象  

施設暖房・炭酸ガス施用に LPガスを使用する施設園芸生産者 

○  支 給 額  

施設暖房・炭酸ガス施用に使用する LPガス高騰額の 1/2相当 
  
 
 

イ  粗飼料価格高騰に対する酪農家への支援                 198,000 千円 

                            (全額地方創生臨時交付金) 

      県内酪農家の輸入価格高騰に伴う粗飼料費用の負担増に対し、11月の乳価改定

までの対応のため、一時支援金を支給 

○  事 業 主 体  

   兵庫県酪農農業協同組合 等 

○  支 給 対 象  
   県内酪農家 

○  支 給 額  

粗飼料の輸入価格高騰額の 1/2相当 
 
 

一般会計40,000千円、勤労者総合福祉施設整備事業特別会計 4,000千円  
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     ウ  配合飼料価格高騰に対する畜産業者への支援（追加）      318,000 千円 

                            (全額地方創生臨時交付金) 

穀物の国際価格高騰や輸送コスト上昇等による飼料経費負担増への対応のため、 

県内畜産農家等に一時支援金を支給 

        ○  事 業 主 体  

兵庫県配合飼料価格安定基金協会 等 

○  支 給 対 象  
   県内畜産農家等 

○  支 給 額  

配合飼料の価格高騰額の 1/2相当 
 

エ 石油系漁業資材価格高騰に対する漁業者への支援（追加）     10,000 千円 

                             (全額地方創生臨時交付金) 

       石油系漁業資材（漁網、ロープ等）の価格高騰に対応するため、価格高騰相当 

額に対する一時支援金を支給 

○  実 施 主 体 

               兵庫県漁業協同組合連合会 

○  支 給 対 象  

        漁業経営セーフティーネット加入者 

      〇 支 給 額 

               石油系漁業資材価格高騰額の 1/2相当 

 

(2) 省エネ化・新事業展開への支援                195,000 千円 

                                         (全額地方創生臨時交付金) 

             

ア  農業生産コストの低減支援                     150,000 千円 

                             (全額地方創生臨時交付金) 

肥料高騰により影響を受けている農業者に対し、化学肥料低減等生産コスト低

減に資する機械等の導入を支援 

       ○  補 助 対 象  

           ・ 「実質化された人・農地プラン」作成地域の中心経営体 

           ・ 国の肥料価格高騰対策に取組む者 等 

       ○ 補 助 内 容   

化学肥料低減等生産コスト低減等に資する機械導入 

       ○ 補 助 件 数   

20 件 

       ○ 補 助 率  

1/2（補助上限 7,500 千円） 
 
 

令和４年６月補正 

 786,000 千円 

令和４年６月補正 

  75,000 千円 
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    イ  施設園芸省エネ機器の導入支援(追加)                15,000 千円 

(全額地方創生臨時交付金) 

燃油価格高騰により影響を受けている施設園芸生産者に対し、省エネ機器等の

導入を支援 

       ○ 補 助 対 象  

ＪＡ、市町、農業者組織等 

          ○ 補 助 内 容  

ヒートポンプ、二重カーテン等の整備経費 

       ○ 補 助 件 数  

５件（５件 → 10件） 

       ○ 補 助 率  

1/2 
 

ウ  自給飼料の増産支援(追加)                             30,000 千円 

(全額地方創生臨時交付金) 

       飼料費負担増への対応のため、県内畜産事業者に飼料生産機器の導入を支援 

       ○  補 助 内 容  

畜産農家が自前で飼料生産を実施するのに必要な機器導入等を支援 

       ○ 補 助 件 数  

20 件（10件 → 30件） 

       ○ 補 助 率  

1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年６月補正 

   15,000 千円 

令和４年６月補正 

   15,000 千円 
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Ⅱ 国営加古川水系広域農業水利施設総合管理事業についての市町負担額の

決定【第83号議案】 

 

  国営加古川水系広域農業水利施設総合管理事業は市町が受益するものであるので、当該

管理事業に要する経費のうち令和４年度に県が負担する経費の一部を、次のとおり当該市

町の負担とする。 

 

事 業 名 市 町 名 負   担   額 

国営東条川土地改良事業 
 

三 木 市 

小 野 市 

加 東 市 

事業費に100分の22.5を乗じて得た額 

事業費に100分の17.5を乗じて得た額 

     〃      

国営加古川西部土地改良

事業 
 

姫 路 市 

西 脇 市 

小 野 市 

加 西 市 

加 東 市 

多 可 町 

事業費に100分の17.5を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

国営東播用水土地改良事

業 
 

神 戸 市 

明 石 市 

加 古 川 市 

三 木 市 

稲 美 町 

事業費に100分の22.5を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      
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Ⅲ 国営土地改良事業についての市町負担額の決定【第84号議案】 

 

  国営土地改良事業は市町が受益するものであるので、当該建設事業に要する経費のうち

令和４年度に県が負担する経費の一部を、次のとおり当該市町の負担とする。 

 

事 業 名 市 町 名 負   担   額 

国営東播用水二期土地改

良事業 
 

神 戸 市 

明 石 市 

加 古 川 市 

三 木 市 

稲 美 町 

事業費に100分の5.62を乗じて得た償還額と償還利子分の
償還額を加えた額 

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      
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Ⅳ 県が行う建設事業についての市町負担額の決定【第85号議案】 

 

  県が行う基幹水利施設ストックマネジメント事業、経営体育成基盤整備事業等は市町が

受益するものであるので、当該建設事業に要する経費のうち令和４年度に県が負担する経

費の一部を、次のとおり当該市町の負担とする。 

 

事 業 名 市 町 名 負   担   額 

基幹水利施設ストック

マネジメント事業 

 

 

三 木 市 

南あわじ市 

た つ の 市 

稲 美 町 

姫 路 市 

加 西 市 

 

小 野 市 

 

加 東 市 

工事費に100分の21を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

工事費に100分の19を乗じて得た額 

     〃      

  農山漁村地域整備交付金事業の工事費に 

  100分の21を乗じて得た額 

  農業水路等長寿命化・防災減災事業の工事費に 

  100分の19を乗じて得た額 

     〃      

経営体育成基盤整備事

業 

 

 

姫 路 市 

洲 本 市 

豊 岡 市 

養 父 市 

丹 波 市 

朝 来 市 

淡 路 市 

た つ の 市 

太 子 町 

新 温 泉 町 

加 古 川 市 

福 崎 町 

 

 

南あわじ市 

 

 

 

 

市 川 町 

 

工事費に100分の10を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

工事費に100分の11.25を乗じて得た額 

     〃      

  平成27年度以前着手事業の農業競争力強化基盤整備 

  事業の工事費に100分の17.5を乗じて得た額 

  平成28年度以降着手事業の農業競争力強化基盤整備 

  事業の工事費に100分の12.5を乗じて得た額 

  農地中間管理機構関連農地整備事業の工事費に 

  100分の10を乗じて得た額 

  農地整備事業の工事費に100分の10を乗じて得た額 

  農業競争力強化基盤整備事業の工事費に 

  100分の12を乗じて得た額 

  農地中間管理機構関連農地整備事業の工事費に 

  100分の10を乗じて得た額 

かんがい排水事業 

 

 

丹 波 市 

豊 岡 市 

た つ の 市 

 

丹波篠山市 

 

工事費に100分の10を乗じて得た額 

工事費に100分の17.5を乗じて得た額 

工事費に100分の22.5を乗じて得た額 

  水利施設等保全高度化事業の工事費に 

  100分の10を乗じて得た額 

  農業水路等長寿命化・防災減災事業の工事費に 

  100分の15を乗じて得た額 
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事 業 名 市 町 名 負   担   額 

  

養 父 市 

 

 

三 田 市 

 

  水利施設等保全高度化事業の工事費に 

  100分の12を乗じて得た額 

  農業水路等長寿命化・防災減災事業の工事費に 

  100分の15を乗じて得た額 

  農業水路等長寿命化・防災減災事業の一般地域の 

  工事費に100分の19を乗じて得た額 

  農業水路等長寿命化・防災減災事業の６法指定地域 

  等の工事費に100分の15を乗じて得た額 

ため池等整備事業 

 

 

三 田 市 

姫 路 市 

相 生 市 

赤 穂 市 

西 脇 市 

高 砂 市 

小 野 市 

丹 波 市 

淡 路 市 

宍 粟 市 

た つ の 市 

猪 名 川 町 

稲 美 町 

市 川 町 

福 崎 町 

上 郡 町 

佐 用 町 

加 古 川 市 

太 子 町 

 

新 温 泉 町 

 

 

神 戸 市 

 

明 石 市 

三 木 市 

加 西 市 

 

丹波篠山市 

 

 

 

洲 本 市 

 

 

 

 

 

工事費に100分の６を乗じて得た額 

工事費に100分の11を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

工事費に100分の16を乗じて得た額 

     〃      

  地震・豪雨対策型事業の工事費に 

  100分の11を乗じて得た額 

  農業水利施設保全管理整備交付金事業の工事費に 

  100分の16を乗じて得た額 

  小規模地区の地震・豪雨対策型事業の工事費に 

  100分の16を乗じて得た額 

  大規模地区の地震・豪雨対策型事業の工事費に 

  100分の11を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

  受益面積20ha以上の地区の地震・豪雨対策型事業の 

  工事費に100分の６を乗じて得た額 

  受益面積20ha未満の地区の地震・豪雨対策型事業の 

  工事費に100分の11を乗じて得た額 

  受益面積20ha以上の地区の地震・豪雨対策型事業の 

  工事費に100分の６を乗じて得た額 

  受益面積20ha未満の地区の地震・豪雨対策型事業の 

  工事費に100分の11を乗じて得た額 

  一般型整備事業の工事費に 

  100分の14を乗じて得た額 
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事 業 名 市 町 名 負   担   額 

  

南あわじ市 

 

 

 

加 東 市 

 

 

  地震・豪雨対策型事業の工事費に 

  100分の11を乗じて得た額 

  一般型整備事業の工事費に 

  100分の14を乗じて得た額 

  大規模地区の地震・豪雨対策型事業の工事費に 

  100分の11を乗じて得た額 

  受益面積20ha未満の地区の地震・豪雨対策型事業の 

  工事費に100分の11を乗じて得た額 

  一般型整備事業の工事費に 

  100分の14を乗じて得た額 

広域営農団地農道整備

事業 

 

 

洲 本 市 

豊 岡 市 

南あわじ市 

 

工事費に100分の15を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

 

農業用河川工作物応急

対策事業 

 

 

姫 路 市 

赤 穂 市 

三 木 市 

豊 岡 市 

福 崎 町 

工事費に100分の８を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

土地改良施設耐震対策

事業 

 

 

神 戸 市 

明 石 市 

加 古 川 市 

三 木 市 

稲 美 町 

工事費に100分の18を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

     〃      

     〃      

湛水防除事業 

 

 

赤 穂 市 

南あわじ市 

 

工事費に100分の８を乗じて得た額 

     〃      

 

特定農業用管水路等特

別対策事業 

 

 

洲 本 市 

丹波篠山市 

南あわじ市 

 

工事費に100分の10を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

 

森林基幹道整備事業 

 

 

養 父 市 

朝 来 市 

神 河 町 

工事費に100分の10を乗じて得た額 

     〃      

     〃      

県単独漁港改良事業 

 

 

淡 路 市 

 

 

工事費に100分の15を乗じて得た額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                           （農政環境常任委員会資料） 
作成年月日 令和４年９月１６日 

作 成 課 農林水産部総務課 

 
 

公募型一般競争入札による工事請負契約締結結果 

（契約予定金額 2.5 億円以上５億円未満） 

［令和４年４月～令和４年８月契約締結分］ 
 
 
１ 工事名 播磨灘加島南地区増殖場造成工事 

２ 予定価格 ２８４,５７０,０００円（税込） 

３ 調査基準価格 ２５８,１７０,０００円（税込） 

４ 失格基準価格 ２４３,２１０,０００円（税込） 

５ 契約金額［落札率］ ２５８,２８０,０００円（税込） ［90.8％］ 

６ 契約の相手方 

姫路市広畑区正門通３丁目６番の２ 

株式会社 吉田組 
  代表取締役社長  壺阪 博昭 

７ 契約締結日 令和４年７月７日 

８ 工事の概要 

（１）施工場所 
姫路市家島町地先 

（２）工事内容 
石材投入 ３６，５１１ｍ３ 

（３）工期 
   令和４年７月７日～令和４年１２月２３日 

９ 入札の状況 

（１）入札参加者数 
   ７者 

（２）最低入札金額 
   ２５８,１７０,０００円（税込） 

（３）最高入札金額 
   ２８３,８００,０００円（税込） 
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令和３年度 県産木材の利用促進等に関する施策の実施状況 

 

１ 趣旨 

平成 29 年６月に制定された「兵庫県県産木材の利用促進に関する条例」を契機とし、

川上から川下までの関係者が連携して県産木材の安定供給体制を構築し、建築用と燃料

用の２本柱で、県産木材の一層の利用拡大に取り組んでいる。 
 

２ 令和３年度の実績  

  条例第 12 条の規定に基づき平成 29 年度に策定した「県産木材の利用促進等に関する

指針」の計画期間が令和 2年度に終期を迎えた。 

このため、同年度末に新たな指針を策定し、県産木材の利用促進等に関する施策を展

開しており、指針で定めた目標項目（以下、「指針目標」という。）は概ね計画どおり進捗

している。 
 

表１ 指針目標の進捗等状況（計画期間：令和 3年度～令和 7年度） 

取組項目 目標項目 
現状 
(R1） 

 R3  指針目標 
(R7） 目標 実績 達成率 

(1)県産材の安定

供給の推進 
県内素材生産量 

443 千㎥/年 450 千㎥/年 527 千㎥/年 117% 527 千㎥/年 

主伐・再造林面積 
33ha/年 30ha/年 33ha/年 110% 50ha/年 

(2)加工流通体制

の整備 
県内製材工場の県産

木材製品出荷量 46 千㎥/年 50 千㎥/年 47 千㎥/年 94% 65 千㎥/年 

(3)県産木材の利

用促進 
県内製材工場の県産

木材製品出荷量（再掲） 46 千㎥/年 50 千㎥/年 47 千㎥/年 94% 65 千㎥/年 

公共施設における県

産木材使用量 1,300 ㎥/年 1,530 ㎥/年 1,206 ㎥/年 79% 2,000 ㎥/年 

(4)木質ﾊﾞｲｵﾏｽの

利用促進 
木質バイオマス発電

用燃料供給量 168 千㎥/年 195 千㎥/年 226 千㎥/年 116% 211 千㎥/年 

(5)県産木材の利

用を通じた森

づくりの推進 

「新ひょうごの森づ

くり」整備済面積 155 千㏊ 168 千 ha 164 千 ha 98% 191 千㏊  

「災害に強い森づく

り」整備済面積 35 千㏊ 39 千 ha 39 千 ha 100% 46 千㏊ 

(6)人材の育成 
林業新規就業者数 

51 人/年 30 人/年 62 人/年 207% 30 人/年 

森林施業プランナー 
53 人/年 55 人/年 54 人/年 98% 59 人/年 

 

作成年月日 令和４年９月１６日 

作成課名 農林水産部 林務課 
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３ 令和 3 年度の取組状況 

⑴ 推進体制（「ひょうごの木」利用拡大協議会） 

川上から川下までの関係者が参画する「ひょうごの木」利用拡大協議会※を設置し、 

①住宅、②非住宅、③木質バイオマス、④木育の４つの部会を設け利用拡大に取り組

んだ。 ※設立：平成 30 年 8 月、構成：木材産業・林業団体や市町の代表、学識経験者、県関係課等 

表２ 「ひょうごの木」利用拡大協議会 令和 3 年度の取組状況 

名 称 取組目的 開催年月 内容 

① 全体協議会 全体調整 令和 3年 11 月 部会や地域での取組を共有 

② 県産木造住宅建築促

進部会 

県産木材を使用した住

宅支援制度の普及・活用 

令和 4年 3月 

令和 3年度取組の点検と令和

4 年度の取組目標や行動計画

の承認 

③ 公共・民間施設木

造・木質化推進部会 

都市部等の非住宅建築

物での木材利用促進 

④ 木質バイオマス燃料

供給部会 

主伐・再造林等による燃

料用材の確保 

⑤ 木育活動推進部会 
木育の普及と市町への

活動紹介 

  

⑵ 県産材の安定供給の推進 

林内路網の整備や高性能林業機械の導入等の基盤整備を進める中、ウッドショック

により減少した輸入材の代替として、国産材への需要が高まり、価格も上昇したこと

から、令和 3 年度の素材生産量は、指針目標に相当する 527 千㎥に達した。 

   建築用材は 49 千㎥増加する一方、燃料用材は前年度並で推移した。 

表３ 素材生産量                      （単位：千㎥） 

項 目 H29 H30 R1 R2 R3 R7（目標） 

素材生産量 468 469 443 489 527 527 

 

うち建築用材 235 236 233 192 241 274 

うち製紙用 68 62 42 72 60 42 

うち燃料用材 165 171 168 225 226 211 

 

【ウッドショックの影響と対応】 

令和 3 年春先から、アメリカ等の木材需

要の高まりやコロナ禍による海上物流の混

乱で、輸入木材の入手が困難となり、国産

木材への代替需要が急増し、原木や製材品

市況が高騰したため、川下の工務店には建

築コスト支援を行うとともに、川中では製

材加工施設の整備を進めるほか、川上の森

林組合等には原木増産を働きかけた。 

令和 4 年に入り、製品価格は依然、高止

まりしており、更に 3月にはウクライナ情

勢の影響でロシアからの単板等の輸入が禁

止される中、引き続き県産木材の供給体制

の強化を図る。 
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ア 森林施業の集約化と林内路網整備の推進 

低コストかつ安定的な原木生産体制を整備する 

ため、小規模・分散している森林の集約を進め、 

低コスト原木供給団地25団地1,810haを新たに設 

定し､令和3年度末の累計団地数は375団地となった。 

 また、「第３期ひょうご林内路網1,000km 整備 

プラン」（計画期間：R1～R5）に基づき、団地内で 

の路網整備を推進し、令和3年度末の路網延長（累計）は、2,997kmとなった。 

表４ 低コスト原木供給団地及び林内路網整備 

項 目 
第 1・2 期 第 3 期(R1～R5) 

R3 目標 
（～H30） R1 R2 R3 

低コスト原木供給団地数(H18～累計) 295 324 350 375 385 

林内路網延長 km （同上） 2,113 2,421 2,698 2,997 2,713 

   イ 林業事業体の育成強化 

林業事業体の経営能力向上を図るため、森林施業プランナーの企画能力や現場

技能者の施業技術、事業体経営者のマネジメント能力の向上を図る研修を開催し

た。（研修会：2日間、参加者：延べ16名） 

ウ 高性能林業機械の導入促進 

素材生産の効率化を図るため、補助事業を活用して丹波市森林組合等、3林業事業

体に高性能林業機械の導入を支援した。 

（導入台数４台：ﾌｪﾗｰﾊﾞﾝﾁｬｰ１台、ｳｨﾝﾁ付きｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ 1台、ﾌｫﾜｰﾀﾞ２台） 

エ 主伐・再造林の推進 

再造林における森林所有者の負担を軽減する

「資源循環林造成パイロット事業」の実施により、

令和 3 年度の再造林面積は、昨年度より 18ha 増

加し 33ha となった。 

また、主伐・再造林の低コスト普及モデルを構

築するため、作業工程ごとのコスト分析を行い、

森林組合や関係団体による「主伐・再造林推進協

議会」において情報共有を行った。 

 

表５ 再造林面積                      （単位：ha） 

項 目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

再造林面積 7 10 17 9 14 33 15 33 

 

 

 

主伐･再造林地（朝来市） 

路網を整備した原木供給団地（宍粟市） 
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⑶ 県産木材の加工流通体制の整備 

いわゆるウッドショックで、輸入材の代替として県産木材の需要が高まったが、製

材工場等は、乾燥施設等の処理能力等がボトルネックとなり、県内製材工場の県産木

材製品出荷量は前々年度並みの 47 千㎥に留まった。 

 

ア (協)兵庫木材センター等による流通加工体制の強化 

県産木材製品の安定供給に向けて、国・県の制度

融資により、（協）兵庫木材センターなどの製材工場

や木材流通業者等 10 事業体に対し、運転資金の低利

融資を行った。 

兵庫木材センターの原木取扱量は、ウッドショッ

クに伴う需要の増加に対応し、92 千㎥増加した。 

表６ 兵庫木材センターの原木取扱量            （単位：千㎥） 

項 目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

取扱量 162 179 165 184 225 214 247 339 

 うち燃料用 33  37  42  66  71  70 109 122 

 

イ 中小規模製材工場による流通加工体制の強化 

品質や性能が明らかな木造住宅部材や内装材等の供給体制の確立に向けて、JAS

取得や乾燥機等の導入などを進めている。 

製材工場等には、融資制度による低利な運転資金に加え、補助事業等を活用し

た製材機や乾燥機等の導入提案を行った。 

この結果、兵庫木材センターほか 2 製材工場が乾燥施設やプレカット加工施設

の新設・拡充計画の策定に着手し、令和 4 年度に稼働を予定している。  

 
⑷ 県産木材の利用促進 

県や市町の公共施設での木造・木質化や県産木材の魅力を活かした住宅分野での木

材利用を進めた。 

木造公共施設の施設数は、前年度に比べ倍増したものの、規模の小さな施設が多か

ったほか、いわゆるウッドショックに伴い木材製品全般が不足する中、県産木材に特

定した製品の手当に日時を要するなどの制約も重なり、県産木材使用量は前年度並み

の 1,200 ㎥に留まった。 

 

ア 公共施設等における県産木材の利用の推進 

木造・木質化に取り組む市町に対し、「ひょうご森づくりサポートセンター」

から専門のアドバイザーを派遣するなどの建築設計支援を行った。 

令和３年度に竣工した県・市町の公共施設85施設のうち、18施設が木造化さ

れ、41施設が木質化された。 

 

(協)兵庫木材センター（宍粟市） 
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表７ 公共施設等の木造・木質化の実績            （単位：棟） 

項 目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

木造施設数 15 15 16 24 26 8 7 18 

木質化施設数 16 17 33 36 32 31 41 41 

 

イ 県産木造住宅等の建築促進 

木の良さが伝わる県産木造住宅を意欲的に建築する

工務店を｢ひょうご木の匠｣として登録し、同工務店に

よる構造材や内装に県産木材を使用した住宅設計等を

支援するため、魅力ある木造住宅の設計費支援(補助件

数：137 件)や「県産木材利用拡大キャンペーン」によ

る建築費支援(補助件数：102 件)を行った。 

さらに同工務店が参集した｢ひょうご木の匠の会｣では、住宅展示・相談会を開催

(神戸市ほか 12 市町 43 回）し、県民への PR 活動を行うほか、県産木材の利用に興

味はあるものの、利用した経験のない工務店等に対して、木材市場や製材工場の現

地見学会を開催(2 回開催、参加者：28 名)し、利用意識の醸成を図った。 

 

ウ 土木資材等新たな分野における利用の促進 

土木資材での県産木材の利用を推進するため、治山ダム等のコンクリート構造

物の型枠資材として、平成 29 年度から軽量で作業性の良い県産木材の合板型枠を

導入している。 

 

表８ 治山事業における県産木材合板型枠の利用実績       （単位：m3） 

項 目 H29 H30 H31 R2 R3 

県産木材使用量 277 554 1,298 1,468 1,009 

 

【令和3年度 主な木造・木質化施設】 

県 ：丹波並木道中央公園サイクリングステーション（丹波篠山市） 

県立人と自然の博物館（三田市） 

市町：垂水体育館（神戸市）、たつの市役所本庁舎（たつの市） 

丹波並木道中央公園ｻｲｸﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ 
（丹波篠山市） 

たつの市役所本庁舎 
（たつの市） 

 県産木材の魅力を活かした木造住宅 
（西宮市） 
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エ 新たな建築材料の活用 

平成 31 年 1 月に竣工した兵庫県林業会館を都市部

における木造建築物の普及モデルに位置づけ、中高層

建築物等への活用が期待される CLT（直交集成板）や

木質耐火部材の普及を進めており、建築・設計事務所

や自治体向けの内覧会や説明会を行っている。 

竣工から令和 3 年度末までに 48 団体 465 人が視察

に訪れた。 

令和 2 年度には、㈱タクマ(バイオマス発電プラントメーカー)が CLT と鉄骨のハ

イブリッド構造の 6 階建てビルを建築した。 

令和 3 年度には、オーケングループ（製材、建設、不動産業等を営む 4 つの関連

会社による企業グループ）が丹波市に CLT を使用した統合事務所を整備した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 木質バイオマスの利用促進 

県下 3 箇所で稼働する木質バイオマス発電所等へ燃料用チップを安定的に供給す

るため、林業事業体に対し、原木の集積、仕分け等に必要なバイオマスヤード(山土

場)の整備等を支援した結果、燃料用材の供給量は、指針目標 211 千㎥を上回る 226

千㎥となった。 

 

表９ 木質バイオマス発電用燃料供給量          （単位：千 m3） 

項 目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 
R7 

(目標) 

計 画 25 85 170 170 170 170 170 188 211 

実 績 64 92 133 165 171 168 225 226 - 

 

ア バイオマスヤード整備の推進 

燃料用材の仕分けや水分率を低減させるため、伐

採したのち一定の期間、集積できるバイオマスヤード

を 4 カ所整備した。（多可町：4 カ所 3,129 ㎡） 

 

 ﾊﾞｲｵﾏｽﾔｰﾄﾞに集積された燃料用材 

（多可町） 
 

兵庫県林業会館（神戸市） 

オーケングループ社屋の内装（丹波市） タクマビル新館(尼崎市） 
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イ 燃料用材の安定供給に向けた取組 

燃料用チップとなる未利用木材を安定的に供給するた

め、林業事業体等による二つの協議会(①西播磨地域木

質バイオマス安定供給協議会、②兵庫県 be 材供給協議

会)に対し、原木供給計画の進捗管理に係る助言や需給

情報の共有等を行った。 
 

⑹ 県産木材の利用を通じた森づくりの推進 

スギ・ヒノキ人工林の間伐や高齢人工林を部分伐採した跡地での広葉樹林整備によ

り、森林の多面的機能の維持向上を図るとともに、森林の防災機能を強化するため県

民緑税を活用し災害に強い森づくりを進めた。 

 

ア 公的関与による間伐の推進 

間伐が必要な 60 年生以下のスギ・ヒノキ人工林について、市町と連携した公的支

援（森林管理 100％作戦）による搬出間伐及び保育間伐を推進した。 

  

表 10 間伐実施面積                     （単位：ha） 

項 目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

間伐実施面積 3,754 4,016 4,038 3,282 3,742 3,851 3,641 4,004 

 

 

【森林環境譲与税を活用した市町による森林整備や木材利用の推進】 
 
令和元年度から森林環境譲与税の譲与が開始さ

れ、市町が主体的に森林整備やその推進に向けた

事業に取り組んでいる。 

令和 3年度は、同税を活用して、神戸市や養父

市など 20市町が奥地等条件不利地での森林整備

等を実施するとともに、都市部の市町では、尼崎

市や宝塚市など 15 市町が公共施設の木質化等に

取り組んだ。 

県では、市町が積極的に森林整備に取り組める

よう①技術的支援や助言を行う｢ひょうご森づく 

りｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ｣の設置、②県立森林大学校で市町職員対象の研修講座等を実施している。 

 

 

 
イ 広葉樹林の育成 

大面積に広がる高齢人工林を部分伐採した跡地にコナラ等

の広葉樹を植栽する「針葉樹林と広葉樹林の混交整備」の実施

等により、災害に強く、森林から海への栄養塩等の供給を促す

など、多様な森林への誘導を図った。 

 

森林環境譲与税を活用した条件不利地
の間伐（神戸市） 

西播磨地域木質バイオマス安定供給

協議会での情報交換（上郡町） 
 

針葉樹林と広葉樹林の混交整備 

[植栽 10 年後]（朝来市） 
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表 11 広葉樹林整備面積                   （単位：ha） 

項 目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

広葉樹林整備面積 
（累計 H19～） 

1,498 1,725 2,053 2,249 2,483 2,710 2,938 3,093 

 

⑺ 県産木材の利用促進等を担う人材の育成 

持続的な林業経営の実現に向け、新規就業者等の確保や現場技能者の技術力向上を

はじめ、森林経営計画の実行管理能力の高い人材の育成を図った。 

 

ア 新規就業者の確保  

林業労働力確保支援センターと連携し、高校生を対

象とした就業ガイダンスや「森林の仕事ガイダンス

2021(大阪市）」で、本県林業の PRや林業事業体の紹

介等を行った(4回開催、参加者 103 名)。 

さらに、就業前に知識や技能を身につける林業就業

支援講習(参加者：10 名）を実施し、新規の林業就業

者 62名を確保した。 

 

表 12 新規林業就業者数                    （単位：人） 

項 目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 
R7 

(目標) 

新規林業就業者数 13 42 62 58 33 51 50 62 30 

 

イ 人材等の育成 

県立森林大学校では、森林技術や生態、環境教育等

のカリキュラムに加え、伐倒や林業機械の操作実習な

どを通じて、17 種類の専門資格を有する森林に関わる

エキスパート人材を育成し､第 4 期生 11 名のうち､8

名が県内の森林・林業関係分野へ就職した。 

兵庫県森林組合連合会では、若手就業者のキャリア

アップを図るため、緑の雇用事業※を活用した安全管

理研修やベテラン現場技能者が講師の現地研修を実施

した。 

 ※集合研修の開催経費や林業経営体が負担する人件費等を国が支援する制度 

 

 

 

 

 

県立森林大学校生の伐倒実習(宍粟市) 

森林の仕事ガイダンス（大阪市） 
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表 13 県立森林大学校卒業生の進路              （単位：人） 

分 野 １期生 
H31.3 月卒 

2 期生 
R2.3 月卒 

3 期生 
R3.3 月卒 

4 期生 
R4.3 月卒 

森林・林業関係（森林組合、林業事業体ほか） 9 10 6 2 

木材産業関係（製材業、木材流通業ほか） 3 5 1 2 

公務員等（林野庁、県、宍粟市ほか） 2 4 3 4 

測量・コンサルタント 0 0 2 0 

その他 0 0 5 3 

計 14 19 17 11 

 

ウ 先進技術等を活用できる人材の育成 

認定森林施業プランナー※等を対象に、ドローン等の ICT 技術の習得を図るための

研修会（8 日間で延べ 74 名が参加）を開催するほか、デジタル化された森林資源情

報を現場に活かす GIS 研修を実施した。 

   ※森林所有者に代わり森林経営計画作成から実行管理を行う人材で森林施業プランナー 

協会が認定 
 

⑻ 県産木材利用の普及啓発 

県民の木材利用意識の醸成を図るため森林関連イベントや木育活動等を実施した。 

 

ア 多様な木材利用の普及啓発 

木材フェアなどのイベントの場を活用し、広く県民へ森林の公益的機能や県産木

材の利用意義、木材の利用事例等の情報発信に努めた。 

 

イ 「ひょうご木製品マイスター」※と連携した普及活動 

県からの呼びかけに応じたマイスターによる製品展

示やカタログの作成・配布、県が開設した公式インス

タグラム『hyogo_no_ki』等を通じ、木の良さや利用の

意義を県民に発信した。 

※県下の森林に生育する樹木や、そこから生産される丸太
を使った身近な木製品（家具、玩具、日用品等）の製造、
販売を通じ、木の良さや利用の意義を県民に伝える活動を
行う事業者 

 

ウ 木育活動の推進 

幼児の頃から、木製玩具や遊具に触れて、木の良さを

感じ親しんでもらうため、保育所・幼稚園へ木育アドバ

イザーを派遣するほか、木製玩具を貸与するなどの木

育キャラバンを実施した（31 回開催、参加者 2,087 名）。 

 

 

 

木製玩具を使った木育キャラバ
ンの様子(芦屋市） 

ひょうご木製品マイスターの取組
や取扱製品を紹介したカタログ 
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４ 令和４年度の主な取組 

⑴ 県産木材を使用した住宅支援制度の普及・活用 

ア 県産木造住宅の建築促進 【目標：150 戸】 

    県産木材を構造や内装に使用した住宅設計費について

支援を拡充し、県産木材を 80%以上使用し、かつ横架材

に県産木材を使用する設計をした工務店に対して助成額

を上乗せすることに加え、住宅の建築主へも県産木材の

使用量に応じ住宅建築費の一部を支援し、県産木造住宅

の建築を促進する。 

イ ひょうご木の匠登録促進等に向けた提案【目標：登録工務店100社（新規加入27社）】 

県産木造住宅ローンなど県支援制度の活用実績がある工務店等に出向き、県と連

携した PR ができるなどの利点を説明し、登録を促す。 

 

⑵ 都市部等の非住宅建築物での木材利用促進 

ア 公共施設の木造・木質化【目標：「ひょうご森づくりサポートセンター」等による働きかけ 18 市町】 

① 地域のシンボルとなる施設の木造・木質化 

木材利用の重要性や木の良さに対する理解を深め

ることの期待が大きい施設を設定し、木造・木質化

の働きかけを行う。（対象施設：多可町商工会館、

山南地域統合中学校ほか６施設） 

② 木造・木質化に向けた市町支援の体制強化 

現地見学会や研修会、サポートセンターからのアドバイザー派遣を通じ、きめ

細やかな助言指導のほか、都市部市町の首長等へのトップセールスを行う。 

イ 民間施設の木造・木質化【目標：ひょうご木の街木質化推進事業の活用 ６件】 

① 「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進

に関する法律」（R3.10 月施行）に基づく取組の推進 

県や市町と事業者等が連携して木材利用に取り組むよう、新たに創設された

「建築物木材利用促進協定」制度の周知と協定締結を進める。  

② 木質化支援施策の活用提案と建築主・設計者の意識醸成 

商店街の共用スペースや診療所などの木の良さが活かせる施設の木質化を進

めるため、内装木質化経費を支援するほか、木質化の意義やメリット､施工事例

を紹介する研修会を開催する。 

③ 民間施設への県産木材製品の導入促進 

「ひょうご木製品マイスター」が製造・販売する製品等

をとりまとめたカタログ等により民間施設への県産木材

製品(家具、建具等)の導入を進める。 

 

 

 

県産木材の梁等を表わしで利用
した木造住宅(丹波市） 

神戸市中央区役所のテラスの木
質化（神戸市） 

ひょうご木製品マイスター
が取り扱う木製品（椅子） 
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⑶ 主伐・再造林による燃料用材の確保【目標：燃料用材の供給量 195 千㎥】 

これまでの搬出間伐に加え、資源循環林造成パイロット事業の活用等により主伐・

再造林を進め、原木の増産を図る。 

さらに根株や枝条等の林地残材を低コストで効率的に搬出するための普及モデルの

作成を進める。またウッドショックによる燃料用材の高騰に対応し、木質バイオマス

発電用チップ製造のための燃料用材の調達コストを支援していく。 

⑷ 木育の普及と市町への活動紹介【目標：木育イベントの実施 20 回】 

市町職員や教員等を対象とした木育研修会の開催や木製

玩具を使用した保育園等での木育活動を実施する。 

 

 

ひょうご木製品マイスターが
取り扱う木製品（玩具） 
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農業の担い手育成、農地有効活用 

及び水田農業の推進について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年９月 

 

農林水産部農業経営課 
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ひょうご農林水産ビジョン２０３０施策体系表における位置づけ 

 

 

【めざす姿】   【基本方向】                【推進項目】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊     は、本資料に掲載している施策項目

１ スマート化による新しい農林水産業の実現 

２ 多様性と都市近郊の立地を活かした力強い 

農業の展開 

３ 需要に応じた高品質な畜産物の生産力の強化 

４ 木材利用の拡大と資源循環型林業の推進 

５ 豊かな海と持続的な水産業の実現 

６ 農林水産物のブランド力強化と生産者所得 

の向上 

７ 食の安全を支える生産体制の確保 

８ 特色を活かした活力ある地域づくりの推進 

９ 農山漁村の防災・減災対策の推進 

10  豊かな森づくりの推進 

【基本方向１】 

基幹産業として

持続的に発展す

る農林水産業の

展開 

 

 

11 食と「農」に親しむ楽農生活の推進 

12 「農」と多様な分野との連携強化 

13 県民への農林水産物の安定供給と県産県消

の推進 

御
食
国
ひ
ょ
う
ご 

令
和
の
挑
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【基本方向２】 

県民が安心して

暮らせる活力あ

る地域の創出 

【基本方向３】 

「農」の恵みに

よる健康で豊か

な暮らしの充実 
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Ⅰ 農業の担い手確保・育成 
本県農業は、販売農家のうち約８割を副業的農家が占め、基幹的農業従事者の平均年齢は

70.6 歳と高齢化が進行している。一農業経営体当たりの経営耕地面積は 1.2ha と全国平均

3.1haの半分以下で、小規模高齢農家による経営が大半を占め、地域農業の持続性の確保が課

題となっている。 

このような中、地域の経済と雇用を支える本県農業の基幹産業化を実現するために、地域

農業の中心的な担い手となる法人経営体、認定農業者や集落営農組織等の経営強化を図り、

安定的かつ効率的な経営を行う持続可能な農業経営体として育成するとともに、次世代を担

う新規就農者や企業などを確保・育成する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 法人化、法人経営の強化等 

(1) 現状・課題 

認定農業者※1、農業法人等の地域の中心的な担い手については、持続可能な経営体の育成

と将来の地域農業を担う若年者の雇用就農の場の確保の観点から、法人化の促進等を通じ、

経営発展を推進してきた。 

認定農業者数については、高齢化により再認定を希望しない農業者等が増加傾向にある一

方、農地集約化による所得向上や法人化を契機とした新規認定、認定新規就農者※2からの移

行により、全体としてはほぼ横ばいの傾向にある。高齢の認定農業者について円滑な経営継

承の推進等を通じ、次世代の地域農業の中心的な担い手を確保・育成する必要がある。 

 

【法人経営体数の推移】 ＜各年度末現在＞                        （単位：経営体） 

区    分 平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 目標(R12年度) 

法人経営体数 539 584 610 652 702 1,170 

（農業経営課調べ） 

 

【認定農業者数の推移】 ＜各年度末現在＞           （単位：経営体） 

区    分 平成29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 

認定農業者数 2,463 2,453 2,459 2,469 2,456 

（農業経営課調べ） 

 
※1 農業経営基盤強化促進法に基づき、効率的かつ安定的な農業経営に向けて作成した「農業経営改善計画」について、市

町長等から認定を受けた農業者。 
 
※2 農業経営基盤強化促進法に基づき、経営発展の目標を持って、新たに農業経営を始めるための青年等就農計画を作成

し、市町長から認定を受けた農業者。 
 

  

6%

11%

6%

9%

8%

10%

80%

70%

兵庫県

平均70.6歳

全国

平均67.8歳

【基幹的農業従事者の年齢構成比 (2020年)】 

    50～59 歳 

50 歳未満    60～64 歳      65 歳以上 

（出典：2020年農林業センサス） 

3,739

(10%)

230,844

(22%)

5,241

(14%)

142,528

(14%)

28,140

(76%)

663,859

(64%)

兵庫県

37,120戸

全国

1,037,231戸

【農業経営体（個人）の構成比 (2020年)】 

（出典：2020年農林業センサス） 

     主業    準主業       副業的 
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(2) 主な取組 

  ア 経営相談・専門家派遣 

公益社団法人ひょうご農林機構（以下、「農林機構」

という。）等において、認定農業者や集落営農組織等に

対し、相談会や、コーディネーターによる個別相談や

経営診断、中小企業診断士等の専門家派遣を実施し、

経営管理能力の向上、経営安定化・発展、法人化、経

営継承に向けた支援を行っている（農業経営者サポー

ト事業）。 

 

イ ひょうご農業ＭＢＡ塾 

企業的経営感覚に富み、地域を牽引する農業経営体

を養成するため、認定農業者を主な対象として、「ひょ

うご農業ＭＢＡ（Master of Business Agriculture）塾」を開

設している（平成22年度～）。受講生は、マーケティン

グや労務管理等の知識を習得しながら、年間を通じ、

中小企業診断士等の指導の下、自身の経営レベルアッ

プ計画の策定に取り組む。 

 

ウ 経営の高度化・多角化に向けた支援 

法人化や雇用拡大、経営継承、広域化等に取り組む

農業経営体に対し、スマート農機やほ場・経営管理ソ

フトの導入、経営管理能力や販売戦略に長けた専門人

材等の雇用を支援している（農業経営スマート化促進

事業）。 

また、地域の中心的な担い手に対して、生産性向上

に必要な機械・施設の整備を支援している（経営構造

対策事業）。 

 

エ 雇用の促進 

農業法人が就職先・技術習得先として雇用就農希望

者等に選ばれるよう、就業規則の作成支援や、従業員

の経営管理能力向上に関する啓発セミナーを開催す

るとともに、男女別水洗トイレ・休憩室の設置などを

支援している（労働環境整備事業。令和３年度事業利

用者の新規雇用者数：33名）。 

また、ＪＡグループ兵庫による大手求人サイトと連

携した農業求人サイトの開設を支援し、農業者のニー

ズに応じた労働力確保を促進している。（令和３年度

雇用実績：68名）。 

 

  

R3.12 法人化等相談会 

ラジコン式草刈機の導入 

農業求人サイトＰＲチラシ 

 

 
R4.7 (株)農林中金総合研究所 
皆川理事長（元農林水産事務次官）講義 
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２ 集落営農の組織化、経営力強化 

(1) 現状・課題 

いわゆる小規模兼業農家の多い本県において、 

集落営農組織※は地域農業の重要な担い手であ 

り、収益性と持続性の確保に向け、組織化・法人 

化を推進してきた。 

着実に組織化・法人化が進む一方で、機械共 

同利用や農地利用調整のみを行っていた組織の 

活動休止・解散も目立つ。また、組織化したもの 

も、１組織あたりの平均経営面積は12haと全国 

33haの半分以下であり、「一定の農業所得のある 

主たる従事者」がいないものが全体の３割以上 

を占める。 

人口減少により地域力が低下する中、集落営 

農組織の維持・発展を目指し､地域の課題解決と 

あわせた話合いの促進､集落リーダーやオペレーターの後継者育成､広域化等を図る必要が 

ある。 
 

※ 集落営農組織：単一又は複数の集落単位で農業生産過程の全部又は一部を共同で取り組む組織 

 

(2) 主な取組 

ア 集落営農育成員による組織化・法人化の支援 

県民局配置の集落営農育成員が、市町・ＪＡ等関係機関と連携して地域に働きかけ、「人・

農地プラン」の作成や多面的機能支払交付金の活用等に向けた話合いの場を活用し、組織

化・法人化等を促進している。 

 

イ 地域力向上集落営農塾、相談会等の開催 

   集落営農の組織化・広域化に向け、営農計画の策定や 

集落内での合意形成方法などを学ぶ、市町域での講座・  

研修、集落営農法人の設立や経営継承に関する県域での 

相談会等の開催を通じ、地域力の向上や集落営農のリー 

ダー・後継者の育成を支援している。 

 

ウ 兵庫県集落営農組織ネットワーク協議会の活動支援 

   他地域との相互研鑽や情報交換等を通じ、集落営農組織の経営レベル向上を図るため、 

21の地域段階の集落営農組織連絡協議会が参加する兵庫県集落営農組織ネットワーク協 

議会の活動を支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 
R3.8 経営継承セミナー・ワークショップ 

【法人化・組織化集落数の推移（累積）】 

（農業経営課調べ） 

(集落数) 

0

200
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H29 H30 R1 R2 R3

949 958 945 838 839 

195 201 222
230 246

1,144 1,159 1,167 

1,068 1,085 

任意組織 法人組織
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３ 新規就農者の確保・定着支援 

(1) 現状・課題 

新規就農者数（50歳未満）は、コロナ禍 

を契機とした移住・就農への関心の高ま 

りにより、増加傾向にある。 

地域農業の新たな担い手の一層の確 

保・定着に向け、本県農業や農業者の多彩 

な魅力の県内外への発信、研修・雇用の 

場の提供、多様な関心を持つ就農希望者 

へのきめ細やかな相談対応と就農形態に 

応じた経営安定・地域定着までの一貫支 

援に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

(2) 主な取組 

ア 就農支援センターによる情報発信・一貫支援 

 

ひょうご就農支援センター 

（事務局：農林機構） 

県と連携し、就農相談、就農セミナー、

就農関連事業等を実施 

地域就農支援センター 

（事務局：農業改良普及センター） 

農業改良普及センター、農林(水産)振興事

務所、ＪＡ、市町等が連携。就農相談、就農(希

望)者等への段階的な指導・支援等を実施 

 就農支援センター  

学生・ 
社会人等 

情報の収集 
 ・農業体験 

就農 
（認定新規就農者） 

経営確立 
・経営発展 

認定 
農業者 

栽培技術 
・経営手法の習得 

就農 
相談 

《新規就農者の育成プロセス》 

農業経営課調べ 

【新規就農者数(50歳未満)の推移】 

(人) 

【農事組合法人 アクシス常吉（加西市）の取組】 

（令和３年度優良集落営農組織表彰(知事賞受賞)） 
 
平成27年 10月、前身の｢常吉町営農組合｣を、地域農

業の軸として絆を紡いで活動していくという思いから法

人化。アクシスは、フランス語・英語で『軸』を意味。 

法人化以降は、集落外の農地の集積や、新規就農者へ

の農地紹介など積極的に取り組んでいる。また、新品種

「ぴかまる」や新規需要米等の需要に応じた米の生産、

農業用ドローンや密苗対応田植機による、省力・低コス

ト化に取り組み、経営の安定化に努めている。 令和３年度優良集落営農組織表彰式

（農業経営課調べ） 
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就農希望者等の相談・支援のワンストップ

窓口として、農林機構及び各農業改良普及セ

ンターに「就農支援センター」を設置し（平成

21年度～）、就農希望段階から就農後の経営確

立まで、一貫した支援を行っている。 

就農希望者向けセミナー・相談会での各種

情報提供のほか、相談者の希望や状況に応じ、

研修機関等の紹介、営農計画の作成支援、各種

補助・融資制度利用の助言などを行っている。 

 

イ 地域主導型就農・定着応援プロジェクト 

 地域・産地が主体となって、就農希望者に対する営農とくらし両面の支援情報などを「地

域就農・定着応援プラン」としてパッケージ提案し、地域ぐるみで円滑な就農・定着をサ

ポートする取組を推進している。現在、11市町で22プランが作成されており、就農希望

者と地域のマッチングに活用するとともに、県内の多彩な就農の形を情報発信している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 農業体験、技術習得支援 

(ｱ) 農業体験機会の提供 

農業法人や農業経営士等の下でのインターンシップ（短期：７日間以内、中期：30日

間以内）の場を、受入れ側の経費支援を通じて確保している。 

 

(ｲ) 農業技術・経営手法習得の支援 

本格的な独立就農を目指す者に対し、長期（１年間）の実践的研修を実施している。 

県立農業大学校：新規就農者等育成研修(実践研修) 

兵庫楽農生活センター：就農コース 

 

(ｳ) 就農準備資金の交付 

就農開始に向けて、県・市の研修施設や先進農家等で研修を受ける就農希望者に対し、

研修による技術習得を後押しする資金を交付している。（最長２年間：最大150万円/年） 

 

 

 

【地域就農・定着応援プラン作成・活用事例】 
 

神戸市神出観光ぶどう園は、高齢化で空き農園が増え

てきたため、新規参入者と成園（空き農園）のマッチン

グ体制構築を核とした応援プランを令和３年１月に作

成し、新規就農者を募集。 

県HPへのプラン掲載を契機に、８名から就農相談があ

り、うち１名が現在、空き農園を待ちながら栽培技術を

習得中。今後、令和４年度中にぶどう園から継承を受け、

経営を開始予定。 

ひょうご就農支援センターのホームページ 

インターンシップ前にリモートで 
親方農家と就農希望者が意見交換 
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エ 就農開始、定着支援 

(ｱ) 独立就農に向けた支援 

   a  認定新規就農者への誘導 

融資制度等を活用して早期の経営安定が図られるよう、就農支援センター等におい

て新規就農者の青年等就農計画の策定を支援している。 

 

b  農業施設等の貸与支援（初期投資軽減） 

ＪＡ等が園芸施設等を整備し、新規就農者・定年帰農者、規模拡大農業者等に貸与

し初期投資軽減を図る取組を支援。（令和３年度活用実績：32経営体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

c  経営開始資金の交付 

独立認定新規就農者に対し、就農直後の経営確立を支援する資金を交付している。

（最長３年間：最大150万円/年） 

 

d  親方農家のマッチング 

非農家出身等の新規就農者に対し、地域就農・定着応援プラン等に基づき後見人的

応援活動を行う親方農家をマッチングしている。親方農家による栽培技術・経営指導、

地域への溶込み支援に対する支援を通じ、新規就農者の円滑な定着を促進している。

（地域の担い手定着応援事業） 

 

(ｲ) 雇用就農に向けた支援 

雇用就農や研修後の独立就農を促進するため、農業法人等が就農希望者を新たに雇用

し、農業技術や経営ノウハウ等を習得させるための実践的研修の実施を支援している。 

(農の雇用事業。令和３年度活用実績：63経営体で71人) 

 

【農業施設貸与事業の施設導入事例】 
 

28歳で会社員から転職し、Ｕターン。地元親方農家、農業大学校

で１年間ずつ研修を受けた後、農業施設貸与事業と国の融資制度を

活用してイチゴハウス(15a)を太子町内に整備し、国の農業次世代

人材投資資金も活用しながら、早期の独立就農を実現。 

菓子工房を運営する家族の協力を得て、イチゴ大福等に加工して

販売。 

また、水稲も作付しており、耕作者不在の農地管理の依頼を受け

て、作付面積は１年で３倍の３haに拡大。 

地域の従来の農業も支えながら、早期の経営安定を目指している。 事業で導入したイチゴハウス 
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４ 企業の農業参入の促進・参入企業の育成 

(1) 現状・課題 

平成21年の農地法改正により、リース方式での農 

 業参入が自由化されて以降､ 企業による農業参入は 

年々増加しており、本県の参入企業数は全国有数で 

ある。一方で、生産技術の確立の困難、本業不振等 

を理由とした撤退事例も見受けられる。 

事業の多角化や原材料の確保、地域への貢献など、 

  各企業の参入目的やニーズに即し、地域農業との調 

  和にも十分配慮しながら、 地域農業を支える担い手 

  として、円滑な参入と早期定着を支援する必要がある 。 

 

 

(2) 主な取組 

ア 農業参入フェア等での情報提供 

イ 就農支援センターにおける参入相談対応 

ウ 栽培技術の指導や加工品開発等の取組支援 

エ 農業機械・施設の導入支援 

オ 農林機構による営農計画を踏まえた農地の貸出や、集約化 

された一団の貸出可能農地の創出支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【農業参入企業の取組事例】 
 

京阪神を中心に給食、外食事業等を展開するハートスフードク

リエーツ株式会社（神戸市）は、淡路市内で地元農家から技術面

のサポートを受け、令和２年度からタマネギや水稲などを栽培。

自社の給食事業に活用するとともに、荒廃農地の再生や幼稚園児

の田植体験など、地域活性化や食育推進にも取り組んでいる。 

今後、北淡路地区のほ場整備済み農地をさらに借り受け、果樹栽

培も手がける予定である。 

農業参入フェアでの情報提供 

（農業経営課調べ） 

(件) 

【養父市国家戦略特区における支援】 
 

平成26年５月１日に国家戦略特区として指定された養父市において、中山間地域における

企業参入による農業経営モデルの確立に向け、県は、養父市とともに支援体制を構築し、特

定事業者※に対し、①栽培技術の指導、②経営改善計画の作成、③農業機械･施設の導入支援、

④農地の確保等を後押ししている。 

【参入企業の営農面積計（R4.4末）】 47.5ha（うち1.9ha(4%)の農地を７企業が取得） 
 
※  国家戦略特別区域法上の規制の特例措置の適用を受ける者として、応募の上、内閣府から選出された民間事業者。 

養父市では、「農地所有適格法人以外の法人」が、一定の要件（継続的かつ安定的な農業経営、業務執行役員１名以上の

耕作等）を満たす場合に、市を経由した農地取得を認める特例を設けており、７企業が特定事業者として活動している。

（同制度は、Ｒ５年８月まで） 

【解除条件付き貸借により農業を 
行っている企業数の推移】 

淡路市で神戸市内の幼稚園児を
招待したイベントを開催 
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５ 農福連携の推進 

(1) 現状・課題 

農福連携とは、農業と福祉が連携し、障害者の農業分野での活躍を通じて、農業経営の発

展とともに、障害者の自信や生きがいを創出し、社会参画を実現する取組である。 

農業部門においては、働き手の確保のみならず、地域の多様な人材の参画等を通じた農業

生産性向上の効果が期待できる。このため、福祉部門との連携を強化し、農福連携の実践的

な取組の拡大を図る必要がある。 

 

(2) 主な取組 

ア 農業者等への普及・啓発のため、先進的事例を紹介するパンフレットを作成・配布、障

害について理解を深め、障害者の受入方法を学ぶ研修会を実施。 

イ 農業者の受入体制づくり、円滑なマッチングのため、農林機構に農業者向け相談窓口を

設置し、農福連携コーディネーターが福祉部局の農福連携推進員と連携して農作業の受委

託先となる福祉事業所を紹介、インターンシップ等の実施を支援。 

ウ 県内の農福連携モデルを育成するため、農業者の知識習得等や農機具類導入等を支援。 
 

【農福連携の推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

【農福連携の取組事例】 

丹波篠山市で水稲や枝豆、野菜等を生産する「アグ

リヘルシーファーム」は、令和３年10月、農林機構

のマッチング、インターンシップ事業を利用して、福

祉事業所の利用者による枝豆の枝切り作業を試行的に

実施。障害者の適性や事業所・指導員の特徴を見極め

た後、数人の障害者を施設外就労として継続的に受け

入れることとした。今後、依頼する農作業の種類を増

やしていく予定。 
黒大豆枝豆の枝切り・運搬作業

農業経営体 障害福祉事業所 

照会・相談 

普及啓発推進員 

農福連携コーディネーター 農福連携推進員 
＜ひょうご農林機構＞ ＜兵庫セルプセンター＞ 

周知・啓発 

周知・啓発 

連携 
連絡・調整 

照会・相談 

連携 情報共有 

① 照会・相談対応 

② 各種データ収集・整理 

③ 情報発信(HP,SNS) 等 

① マッチング 

 ・ 農業経営体の掘り起こし  

 ・ 農業経営体や推進員と調整 

② 農業経営体向け研修会等の開催 

（障害理解・作業指示等） 等 

① マッチング 

 ・ 福祉事業所の掘り起こし 

 ・ 福祉事業所と農福連携コーディネーター

等との調整 

② 福祉事業所向け研修会等の開催 

（農業技術・知識の習得等）  

③ 農福マルシェへの参加 等 

マッチング 

支援 

農作業の受委託 
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【耕地面積に占める担い手の利用面積のシェア】 

（出典：担い手の農地利用集積状況調査） 

Ⅱ 農地利用の最適化と地域協働体制の確立 
農業生産基盤であり、地域の重要な資源である農地の機能を最大限に発揮させるため、効率的・

安定的な農業経営を行う担い手への農地の集積・集約を推進する必要がある。あわせて、地域農

業と農村環境の維持に向けては、担い手と、自給的農家・非農家等の役割分担により、地域の多

様な人材が支え合う地域協働体制を確立し、持続的な農地の有効利用を図ることが必要である。 

 

１ 現状・課題 

本県の担い手への農地集積状況は、令和３年度末時点

で耕地面積の24.8％と、全国平均に比べると低調である。

要因としては、担い手と農地所有者の間の条件面（立地

条件やほ場の規模等）のミスマッチ、土地利用型農業の

担い手の世代交代の遅れや、規模拡大に伴う畦畔の草刈

りや道・水路等の管理作業の負担増への危惧等が挙げら

れる。 

このため、地域の担い手と農地の在り方に関する将来

像を、地域全体の話合いにより明確にしたうえで、担い

手確保・育成に向けた施策と、農地の集積・集約や維持・

保全に向けた施策を一体的に推進していくことが重要で

ある。 

 

２ 主な取組 

(1) 地域計画（人・農地プランの法定化）の策定・実行の推進 

県では、本庁・県民局段階に部局横断のチームを設置し、情報共有に基づき、地域課題に

応じて関連施策※を効率的かつ有機的に連携させて集落に一体的に働きかける取組を推進し

ている。 

集落の担い手と農地の現状を把握し、将来の地域農業において中心となる経営体や農地利

用の方向性を明確化する「人・農地プラン」の作成・実行については、市町、農業委員会、

ＪＡ等関係機関と連携し、農地保全活動等の機会を活用し、集落営農の組織化・法人化、農

地中間管理事業等の関連施策※の活用も含めた話合いと地域の実情に応じた合意形成を支援

している。 

特に、今般、農業経営基盤強化促進法の改正により（令和５年４月１日施行予定）、人・農

地プランが法定化され、市町は、地域での話合いに基づく「地域計画」を定め（施行から２

年以内）、地域内外からの農地の受け手確保や、農地バンクを活用した農地の集約化等を通じ

て計画を実行していくこととされており、取組の加速化が求められている。 

このため、県では市町や関係機関との意見交換に基づき、市町・地域に対する周知・啓発

や、市町・農業委員会等の策定体制づくり・地域への働きかけに対する伴走支援などを、県・

県民局チーム活動を強化して図っていく。 
 

※ 人・農地プランの策定、集落営農組織化・法人化、農地中間管理事業、鳥獣被害集落自立サポート事業、多面的機能支 

払、中山間地域等直接支払、農業生産基盤整備事業、地域再生大作戦など。 
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(2) 農地中間管理事業 

ア 概要 

農地の集積・集約化を推進するため、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、

農林機構を農地中間管理機構（以下、「農地バンク」という。）に指定し、市町・農業委員

会等と連携しながら、農地所有者からの農地借受・担い手への農地貸付を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

推進に当たり、県関係機関・農地バンク・農業団体等が参画する「農地利用推進協議会」

を県域および地域ごとに設置し、関係機関間の情報共有を図るとともに、各農林（水産）

振興事務所を農地バンクの地域農地管理事務所に位置づけ、農地集約推進員や農地集約化

協力員を配置している。 

令和３年度には、兵庫みどり公社（農地バンク）と（一社）兵庫県農業会議との統合に

より、農林機構が誕生し、農地の有効利用、担い手育成、地域づくりを一体的に推進する

体制が強化された。県内約 1,000 名の農業委員及び農地利用最適化推進委員※1をはじめ、

関係機関が有する地域の人・農地に関する情報を有機的に連携させ、事業を一層強力に推

進していく。 

 

イ 推進状況 

事業推進を加速化させるため、 

① 農業委員・農地利用最適化推進委員等との一層の  

連携強化 

② いきいき農地バンク方式の推進 

③ 農地中間管理機構関連農地整備事業の活用 

④ 機構活用率に応じ農地の出し手に交付される地域   

集積協力金の活用 

⑤ 多様な広報媒体を利用した制度周知 

等に取り組んでいる。 

 

「地域計画」の策定工程（人・農地プランの法定化） 

 

 

「いきいき農地バンク方式」の取組拡大
に向けたブロック別研修会を開催 

農地中間管理機構による農地の借受け・貸付けイメージ 

 

 

市町、農業委員会、JA等 

出し手 

 

借受 受け手 

（担い手） 
貸付 農地中間管理機構 

連携・協力 

① 市町は、農業者、農業委員会、農地バンク、農協、土地改良区等によ

る協議の場を設け、将来の農業や農地利用の姿について話合いを実施 

② ①を踏まえて、市町は、地域の将来の農業の在り方、将来の農地の効

率的かつ総合的な利用に関する目標（目標とする農地利用の姿を示し

た地図を含む）等を定めた「地域計画」を策定・公告 

 その際、農業委員会は、農地バンク等と協力して目標とする地図の

素案を作成 
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令和３年度は、「いきいき農地バンク方式」の取組が順調に拡大し、農地の借受者数が過

去最多となった。 
 

【新規転貸等面積の推移】 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R3 累計※2 目標(R5) 

面積(ha) 408 2,235 316 449 482 568 782 853 6,093 25,000 

借受者数(人) 45 331 172 180 250 305 621 890 2,037 － 
 
 

※1 担当区域において農地利用の最適化に向けた現場活動を行う者。改正農業委員会法(平成 28年 4月 1日施行)
で新設され、農業委員会が委嘱。 

※2 借受者数の累計は年度毎の数値の単純合計とは一致しない。 

 

 

(3) 荒廃農地の発生防止と再生活用 

荒廃農地の発生防止に向け、市町・農業委員会による農地所有者・集落に対する巡回指導

を実施するとともに、多面的機能支払制度や中山間地域等直接支払制度を活用した地域が共

同で実施する農地保全の取組を推進している。 

また、既に荒廃した農地の再生・利用に向けた担い手による取組を、農地耕作条件改善事

業（国事業）や農地有効活用総合対策事業(県事業)により支援している。 

令和３年度は、５市町６地区の2.3haの荒廃農地が、県事業を活用して再生された。 
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【兵庫県下の荒廃農地面積の推移】

農振農用地

区域外

（再生困難）

農振農用地

区域内

（再生困難）

農振農用地

区域外

（再生可能）

農振農用地

区域内

（再生可能）

（

B
分
類
）

再
生
困
難

（

A
分
類
）

再
生
可
能

2,263

1,947

2,189 2,249 2,256 2,276 2,217

（出典：荒廃農地の発生及び解消状況に関する調査）

（農林機構調べ） 
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(4) 地域協働体制の構築 

ア 集落ぐるみで農地の活用保全等を行う取組の推進 

地域合意のもと、農地バンクが活用すべき農地を丸ごと借り受け、担い手の状況や農地

のゾーニング意向に基づき自給的農家まで貸し付けた上で、担い手と地域の役割分担によ

り、地域全体で農地の有効活用と水路・農道等の保全を図る「いきいき農地バンク方式」

による農地バンク活用の取組を、令和元年度から進めている。 

  （令和３年度末時点のいきいき農地バンク方式取組地域：80地区103集落） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ いきいき農地バンク方式推進事業 

「いきいき農地バンク方式」による地域全体での農地有効利用を推進するため、 

① 農地バンク(本社)による地域の話し合い・計画作成のコーディネート 

② 不耕作農地の短期保全、新たな担い手の呼込み、地域就農・定着応援プランによる受入

体制情報の発信、地域ぐるみの草刈作業体制づくりへの支援 

③ 丹波黒大豆や淡路島たまねぎ、山田錦などブランド特産品等の生産を支えてきた小規

模農家の作業負担を軽減し、生産・営農継続が図られるよう、農作業をサポートする JA

出資法人や援農ボランティア等への作業委託や、将来の担い手の呼込みに向けた農地バ

ンクの活用への支援 

④ 耕作を引き受けた担い手に対する人材確保や機械導入支援 

などを実施している。 

 

 

 

【いきいき農地バンク方式の取組事例（上郡町）】 
 

上郡町梨ヶ原地区では、(株)MOTOと認定農業者１名、及び16

戸の自給的農家等が、水路・農道の管理や獣害防止、農地の有

効活用を含めた地域の将来像を話し合う中で、「自給的農家によ

る稲作が中心では、将来の農地管理は難しい」との危機感から、

地域の活用すべき農地全てを農地バンクに預けることを決定。 

地区内21haの農地のうち19haを農地バンクに貸付け、自給的

農家等のリタイヤのタイミングを的確に捉え、人・農地プラン

の見直しを進めながら、担い手に農地を集積・集約し、農地の

活用・保全を進めている。 
守るべき農地と利用状況を 
色分けし、見える化 
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Ⅲ 都市農業の推進 
   平成 27年に施行された都市農業振興基本法は、都市農業を「市街地及びその周辺の地域にお

いて行われる農業」と定義し、市街化区域内の農地を「あるべきもの」と位置づけている。県

では、都市農業の有する多様な機能の発揮を通じて、農業者と地域住民が共存し、都市農業が

将来にわたって安定的に継続されることを目的として、「兵庫県都市農業振興基本計画」を策定

している。 

 

１ 現状・課題 

都市農地は、新鮮な農産物供給だけでなく、防災機 

 能、福祉的活用のほか、学習機会の充実、良好な景観 

 形成の促進等、多様な機能を有している。しかし、都 

市部も農業振興地域内と同様に、高齢化、後継者不足 

が深刻化している。相続や廃業を契機とした急激な農 

地減少を食い止め、都市農業が将来にわたり安定的に 

継続されるよう、振興を図る必要がある。 

また、都市農業は、周辺環境への配慮がとりわけ求められることから、市町が主体となって

振興を図り、地域住民による農業や都市農地の多様な機能への理解を促進することが重要である。 

 

２ 主な取組 

(1) 市町計画策定や制度活用の働きかけ 

県内の都市農地を有する市町に対し、都市農業振興基本計画の策定を推進するほか、関係機

関と連携し、特定生産緑地制度※１や都市農地貸借法※２、防災協力農地制度についての情報提

供等を行い、活用に向けた働きかけを行っている。 

※１ 指定から30年を経過する生産緑地について、所有者やそれ以外の利害関係人の同意を得て、特定生産緑地として10

年指定する制度。令和４年４月現在、平成４年に指定を受けた生産緑地の約９割は特定生産緑地となる予定。 

※２ 同法律を活用すると、都市農地を借りて自ら耕作する場合、農地法に基づく賃借期間の自動的更新制度は適用され

ない。また、都市農地を借りて市民農園を開設する場合、開設者は、特定農地貸付法の例外として、地方公共団体等を

介さず、農地所有者から直接借りることができる。いずれも、相続税法に基づく相続納税猶予制度は継続。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生産緑地面積】 

現状 (Ｒ３) 中間 (Ｒ７) 目標 (Ｒ12) 

492ha 501ha 501ha 

 

【防災協力農地制度の取組事例（尼崎市）】 

尼崎市では、令和４年４月１日に「尼崎市防災協力農地登録制度」を開始。 

＜制度概要＞ 

 ① 災害時の用途：多目的用地（防災空地、災害復旧用資材置場、仮設住宅建設用地 等） 

② 使用の際、同制度要綱の補償規定を適用(予備費、災害救助費(国費)で措置) 

③ 登録者には登録時に補助金を交付 

Ｒ４.５現在：26件（市街化区域内農地46,352㎡登録） 

（都市計画課調べ） 
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(2) モデル事例の創出・ＰＲ 

都市農業の多様な機能を適切かつ十分に発揮させる取組を行う市町や団体を支援し、各地

域にモデル事例を創出、ＰＲすることで、取組の拡大を図っている。（令和３年度モデル事例：

３件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 普及啓発 

     農林機構（農業会議）による阪神地域・高砂市・播磨町の農業委員を対象とした都市農地

に関する研修会等での情報提供や、ひょうご都市農業支援センター（伊丹市）を拠点とした

都市農業に関する情報の発信や都市住民を対象とした学習講座の開催などを通じ、都市農業

への理解促進に努めている。 

      

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【都市農業機能発揮モデルの取組事例（尼崎市）】 

「武庫之のうえん」は、生産緑地内の自己保全農地に

隣接する福祉施設と連携し、野菜栽培や、高齢者・地域

住民・農業者等の交流イベントを実施。 

近隣の学童保育の作業体験、発達障害を抱える子ども

や不登校の子どもが活動に参加する場ともなった。 近隣学童保育の体験受入れ 

【都市農業学習講座の実施】 

農業者が講師となって、消費者が生産のこだわりや苦労話を聞 

くことで、農業の現状や課題について理解を促進。 

令和３年度は、前年度に引き続き、新型コロナウイルスの影響

でホームページでの情報発信のみ。 

                               
 
 
                               阪神アグリパークHP 
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Ⅳ 水田農業の推進 
主食用米については、国民一人当たり消費量や人口が減少するなか、産地や生産者が、自ら

の経営・販売戦略に基づき、消費者や実需者の需要に応じた主食用米を生産・販売することが

一層求められている。 

このため、国施策等を最大限活用しながら、地域による水田フル活用と収益力強化の取組を

進め、生産者の経営安定と水田農業の活性化を推進する。 

１ 現状・課題 

小規模高齢農家による水稲主体の農地利用という本県の特徴を踏まえ、農地集積・集約化等

による生産性の向上、担い手の確保への取組とあわせて、需要に即した主食用米・酒造好適米

生産の一層の推進、都市近郊の立地を活かした戦略作物等の生産に取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 主な取組 

(1) 需要に応じた生産の推進 

ア 需要動向等の調査・分析、情報提供 

県と農業関係団体等で構成する兵庫県農業活性化協議会が県産米の需要動向等を調査・

分析のうえ、生産者等へ情報提供している。また、産地・生産者が長期的な視点から水田

活用を検討する際の参考となるよう、生産者と地域協議会、実需者の間で情報共有を行え

るWEBを活用した場を設けている。 

 

イ 生産目安の算定・提供 

全国的な米の需給見通しや県産米の需要動向等を踏まえ、生産者の主食用米の作付の参

考材料として「生産目安」を算定・提供している。令和４年産の生産目安については、コ

ロナ禍で国全体の需要の減少傾向に拍車がかかるなか、県内実需者の堅調な需要や水田維

持の必要性を総合的に考慮し、算定した。 

【生産目安】 

 令和４年産 
＜参考＞ 令和３年産 

目安 実績 

主食用米※ 

(面積換算値) 

150,000ﾄﾝ 

(29,940ha) 

150,000ﾄﾝ 

(29,880ha) 

152,494ﾄﾝ 

(30,377ha) 

※ 酒造好適米は、契約栽培主体のため生産目安の対象数量からは除かれている。 

 

ウ 契約栽培等出荷相談先リストの作成・提供 

実需者等との事前契約等に基づく安定的な生産を推進するため、実需者から聞き取った

契約栽培の意向をとりまとめた契約栽培等出荷相談先リストを作成し、情報提供している。 

 

 

 
 

主食用米：30,377ha 
（44.9％※1） 

酒米：4,446ha 
（8.3％※1） 

加工用米：726ha WCS※2用稲：866ha 

(水稲) 

(水稲以外) 麦：2,170ha 大豆：2,143ha 飼料用米：554ha 

【令和３年の水田の活用状況】 

野菜：9,228ha※3 

※1 ％は、県水田面積に対する割合。延べ面積のため、各作物作付面積の合

計と水田面積は一致しない。 

※2 WCS(Whole Crop Silage)：子実を目的に作られた作物を茎葉と子実を一緒に収穫

してサイロなどで発酵させた飼料 

  ※3 野菜面積は、令和２年実績。 

出典：主食用米・酒米：農業経営課調べ 

その他米：近畿農政局調べ 

麦・大豆：作物統計 

野菜：農産園芸課調べ 

（農業経営課調べ） 
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(2) 主食用米以外の作物の生産推進 

ア 飼料用米、WCS用稲  

県内畜産農家の需要があり､水稲栽培も維持できることから、飼料用多収品種導入支援

(県産地交付金)や、出荷相談先リストの提供等を通じ、生産の維持・拡大を図る。 

 

イ 麦、大豆 

県内食品事業者等の需要があり、田畑輪換で取り組めることから、排水対策(麦)や、難除

雑草対策、水・肥培管理(大豆)等の基本技術の励行により、作付面積の拡大を図る。 

 

ウ 収益性の高い特色ある野菜等園芸作物 

環境制御技術（施設野菜）や機械化一貫体系（露地野菜）の普及等により産地化を推進 

する。 

 

(3) 経営所得安定対策等国の施策の活用 

ア 水田活用の直接支払交付金の活用 

(ｱ) 戦略作物等への支援 

主食用米以外の戦略作物等の生産拡大を、全国統一単価の交付金（戦略作物助成等）

により支援。（令和３年度交付実績速報値：26.5億円） 
     【支払面積】                               （単位：ha） 

麦 大豆 飼料作物 WCS用稲 加工用米 飼料用米 米粉用米 新市場 
開拓用米 

そば なたね 

2,137 1,900 1,218 853 722 553 34 150 166 16 

 

(ｲ) 産地交付金 

県及び地域で策定する「水田収益力強化ビジョン」に基づき、各地域が主体的に使

途・単価を設定する「産地交付金」を戦略的に活用し、地域の特色のある産地づくりを

推進。（令和３年度交付実績速報値: 39地域協議会管内の農業者に16.1億円交付） 

 

(ｳ) 国庫事業を活用した生産面積拡大支援 

     需要のある麦や大豆、飼料用米、輸出米、野菜等の面積拡大に向け、国庫事業を積極

的に活用する。（新市場開拓に向けた水田リノベーション事業（令和３年度活用実績：13

協議会 1.6千万円）、県産農産物拡大応援事業（都道府県連携型助成）（R4～）） 

 

イ 経営所得安定対策 

認定農業者、集落営農、認定新規就農者を対象とする以下の対策の活用も引き続き推進

する。 

(ｱ) 畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策） 

対象畑作物（麦・大豆(白)・そば・なたね）の生産について、標準的な生産費と販売

価格の差額分等の交付により支援。（令和３年度交付実績：323件 7.2億円） 

 

(ｲ) 収入減少影響緩和対策（ナラシ対策） 

米・麦・大豆等の当年産販売収入の合計が標準的収入を下回った場合、差額の９割

を、国交付金と農業者の積立金で補填。(令和２年度交付実績：582件 69百万円) 

 

（農林水産省調べ） 


